
　業務の性質上、業務遂行の手段や方法、時間配分等を大幅に労働者の裁量にゆだねる必要

がある業務として厚生労働省令及び厚生労働省告示によって定められた業務（裏面参照）の

中から、対象となる業務を労使で定め、労働者を実際にその業務に就かせた場合、労使で

あらかじめ定めた時間働いたものとみなす制度です。

　制度の導入に当たっては、原則として次の事項を労使協定により定めた上で、様式第13号

（P4参照）により、所轄労働基準監督署長に届け出ることが必要です。

①　制度の対象とする業務

②　労働時間としてみなす時間

③　対象となる業務遂行の手段や方法、時間配分等に関し労働者に具体的な指示をしな

いこと

④　対象となる労働者の労働時間の状況に応じて実施する健康・福祉を確保するための

措置の具体的内容

⑤　対象となる労働者からの苦情の処理のため実施する措置の具体的内容

⑥　協定の有効期間（※3年以内とすることが望ましい）

⑦　④及び⑤に関し労働者ごとに講じた措置の記録を協定の有効期間及びその期間満了

後3年間保存すること

（H27．3）





　苦情処理措置についてはその内容を具体的に明らかにすることが必要であり、例えば、苦
情の申出の窓口及び担当者、取り扱う苦情の範囲、処理の手順・方法等を明らかにすること
が望ましいこととされています。この際、使用者や人事担当者以外の者を申出の窓口とする
こと等の工夫により、対象労働者が苦情を申し出やすい仕組みとすることや、取り扱う苦情
の範囲については対象労働者に適用される評価制度、賃金制度及びこれらに付随する事項に
関する苦情も含むことが望ましいことに留意して下さい。




